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旧ＲＤ最終処分場一次対策工
事終了のため清水建設現場責
任者より説明を受ける

懸案だった湖南幹線（十里地先）

が３月１７日開通し便利に！！
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第６５回県政報告会で２５年度
予算を市民の皆さんに説明する
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びわ湖・アート・ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ2013

に出演の栗東少年少女合唱団を

激励にいく！（於：びわ湖ホール）
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市内３中学校（栗中・栗西中・葉山中）

へ念願のエアコン設置決定！
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エアコン設置のための費用

国からの補助金 ２億４５５０万円
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議会が、住民参加を導入しようという試みははじまっている。

選挙された合議体としての議会の正統性に打ち勝つものがあるとすれば、住民投票であろう。

議会と住民参加の活性化の関係
［自治体の参画と協働の条例・要鋼等］

住民参加は新しい段階にある。審議会のメンバーを首長が任命する方式から、すべてと
はいえないまでも公募制の採用に変わった。執行機関から住民側に出された提案に意見
をいう場、いわば陳情の場から住民自身が議論し提案する場に変わった。さらに、執行機
関の姿勢が聴き置くから、尊重するに変わったことも重要である。これに議会はどうかわ
るべきか考えよう。
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住民参加が進めば進むほど、議会を蚊帳の外に置く発想が浸透しはじめている。「『市民が
出した結論を、その市民によって選ばれた議員が覆してよいのか？』この命題が、議案審議す
る議員の上に、この上なく重くのしかかってきた」（高井章博）。質疑は、活発にやるけれども、
最初から可決・成立は決まっているのが現状だという。議員は、議会という場で議論できるがゆ
えに住民参加に参加できず、住民参加の議論を経た結果を受け入れるしかない。

住民参加の充実は、従来の執行機関だけで決定する方式を大きく転換させることになった。
住民の意向は、住民参加を行った執行機関へと向かう。そうして形成された政策は、住民がつ
くったもの、住民に認められたものというように、正統性を備えたものとなる。その場合でも、議
会の住民代表という正統性は失われるわけではない。

住民参加は、首長の専売特許ではない。むしろ、議会が住民参加を行うことができるし、やるべ
きである。多様な議員がいることによって、多様な市民の意向もより理解しやすくなるし、問題
点も抽出できる。

またこうした執行機関への住民参加は潜在化していたさまざまな問題を地方政治の場に登場
させる上では重要な制度である。その開放性に向けた制度設計が必要である。しかし、そのよ
うに開放的な住民参加制度が導入されても、議会は正統に選挙された議員によって構成され
る唯一の合議体である。住民も全体を視野に入れ議論することはできるが、議会こそが全体を
視野に入れ調整できる合議体のはずである。

ひとこと

～くのり学が県民と考える地方議会改革 vol.1～

１．

２．

平成２５年度から滋賀県の組織・体制がこうかわります
【知事直轄組織】
地震・危機管理室および原子力防災室を設置
【商工観光労働部】
１．中小企業支援課を設置 ２．新産業振興課をモノづくり振興課に改称
【教育委員会】
１．学校支援課を設置 ２．生徒指導・いじめ対策支援室を設置 ３．国体準備室の設置
【総務部】
１．債権回収特別対策室の設置 ２．自治振興課を市町振興課に改称
【琵琶湖環境部】 【健康福祉部】
理事（琵琶湖政策担当）の設置 理事（子育て・子育ち応援担当）の設置
【農政水産部】 【土木交通部】
地域農業戦略室の設置 高速・幹線道路推進室の設置
【病院事業部】
疾病・介護予防推進室の設置


